明白な公職選挙法違反であり、不起訴処分は認められない（声明）
　　　　　　　　　　　　　　　2011年12月20日
　　　　　横浜市議選での公職選挙法違反（推薦人詐称）を許さない市民の会
一、このたび横浜地方検察庁（荒井徹伊検察官）は、4月10日投開票で行われた市会議員選挙に於ける港南区、神奈川区での公職選挙法違反被疑事件について、「不起訴」としたとの処分通知書を告発人宛に送付してきました。
一、港南区の告発人は、処分通知書には不起訴とした理由が何も記述されていないため担当検察官に電話をかけ、その理由を質問したところ、「弁護士に説明してある」との回答でした。弁護士からは、要旨「当該市議は、市長より頑張ってくれと言われてそれを信じた。これが故意かどうか立証できないので不起訴とした」（検察官の話）という説明がありました。
一、林市長は、「市長という立場として公平性を保つため」特定候補者の応援はしないこと、「記載は許可していないし申請も受けていない」（林市長事務所）としてきました。従って、市長から「○○さん頑張ってください」の声掛けがあったとしても儀礼的声掛けに過ぎず、そのことをもって推薦を受けたと判断し、市長本人に対して推薦したかどうかの確認も行わずに「推薦します！」「○○さん頑張れ！」の文言をポスター等に記載したことは虚偽行為であり、私たち市民の目からすれば、これは明白な公職選挙法違反です。

横浜市議選での公職選挙法違反（推薦人詐称）を許さない市民の会（以下、市民の会）は、不起訴処分を到底認めることはできません。
一、市民の会は、今回の不起訴処分に対して公職選挙法を守り、違法な方法で当選した議員の居座りを許さないために、今後も運動を進めていきます。
以上
